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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】防振光学系の小型化及び軽量化を図ると共に、
防振時の光学性能に優れた明るい大口径の光学系を提供
する。
【解決手段】物体側から順に、第一レンズ群Ｇｆ、防振
レンズ群Ｇｖｃ及び第三レンズ群Ｇｒから構成された光
学系であって、第三レンズ群Ｇｒは少なくとも１枚の負
の屈折力を有するレンズを有し、以下の条件式（１）～
条件式（３）を満足する。－０．６０＜（１－βｖｃ）
βｒ＜－０．３２・・・（１）、０．６０＜｜ｆｒ｜／
ｆ＜３．９０・・・（２）、－０．３＜Ｃｒ１ｖｃ／ｆ
ｆ＜９．０・・・（３）、βｖｃ：Ｇｖｃの横倍率、β
ｒ：Ｇｒの横倍率、ｆ：光学系全体の焦点距離、ｆｒ：
Ｇｒの焦点距離、Ｃｒ１ｖｃ：Ｇｖｃの最も物体側の面
の曲率半径、ｆｆ：第一レンズ群Ｇｆの焦点距離である
。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物体側から順に、第一レンズ群Ｇｆ、光軸に対して垂直方向に移動して像位置を変化さ
せる防振レンズ群Ｇｖｃ及び第三レンズ群Ｇｒから構成された光学系であって、
　当該第三レンズ群Ｇｒは少なくとも１枚の負の屈折力を有するレンズを有し、
　以下の条件式（１）～条件式（３）を満足することを特徴とする光学系。
　－０．６０　＜（１－βｖｃ）βｒ　＜－０．３２・・・（１）
　　０．６０　＜　｜ｆｒ｜／　ｆ　　＜　３．９０・・・（２）
　－０．３　　＜　Ｃｒ１ｖｃ／ｆｆ　＜　９．０　・・・（３）
　ただし、上記各式において、
　βｖｃは、当該防振レンズ群Ｇｖｃの横倍率、
　βｒは、当該第３レンズ群Ｇｒの横倍率、
　ｆは、当該光学系全体の焦点距離、
　ｆｒは、当該第三レンズ群Ｇｒの焦点距離、
　Ｃｒ１ｖｃは、当該防振レンズ群Ｇｖｃの最も物体側の面の曲率半径、
　ｆｆは、当該第一レンズ群Ｇｆの焦点距離である。
【請求項２】
　全系のＦｎｏは、２．８よりも明るい請求項１に記載の光学系。
【請求項３】
　前記第三レンズ群Ｇｒは、正の屈折力を有する請求項１又は請求項２に記載の光学系。
【請求項４】
　前記防振群Ｇｖｃは、以下の条件式（４）を満足する請求項１～請求項３のいずれか一
項に記載の光学系。
　－１０．０　＜　ｆｖｃ　／　ｆ　　＜－０．１　・・・（４）
　ただし、上記式（４）において、
　ｆｖｃは、当該防振レンズ群Ｇｖｃの焦点距離である。
【請求項５】
　前記第一レンズ群Ｇｆは、以下の条件式（５）を満足する請求項１～請求項４のいずれ
か一項に記載の光学系。
　　　０．５０　＜　｜ｆｆ　／　ｆ｜　　　　　　　・・・（５）
【請求項６】
　請求項１～請求項５のいずれか一項に記載の光学系と、当該光学系の像側に設けられた
、当該光学系によって形成された光学像を電気的信号に変換する撮像素子とを備えたこと
を特徴とする撮像装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本件発明は、撮像光学系として好適な光学系及び撮像装置に関し、特に、撮像時の手振
れ等の振動に起因する像ブレを低減するための防振機能を備えた光学系及び撮像装置に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、デジタルカメラやビデオカメラ等の固体撮像素子を用いた撮像装置が普及し
ている。また、近年では、レンズ交換システムにおける光学系の小型化等に伴い、一眼レ
フカメラやミラーレス一眼カメラ等のレンズ交換式撮像装置の市場拡大が著しく、幅広い
ユーザ層がレンズ交換式撮像装置を利用するようになってきている。このようなユーザ層
の拡大に伴い、レンズ交換システムにおいては、光学系の高性能化及び小型化は勿論のこ
と、より明るい大口径の光学系に対する要求がある。また、撮像時の手振れ等の振動に起
因する像ブレの低減に対する要求も強い。さらに、これらと共にローコスト化も求められ
ている。
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【０００３】
　このような状況下、例えば、特許文献１に開示の大口径内焦点望遠レンズは、全長を短
くしながら光学性能を維持すると共に、光学系内に防振光学系を設け、撮像時の手振れ等
の振動に起因する像ブレを良好に補正するものとしている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特許第４６３９６３５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、特許文献１に記載の光学系は良好な光学性能を示しているものの、防振
光学系は３枚構成の正群により構成されており、防振光学系のより一層の小型化及び軽量
化が求められる。
【０００６】
　そこで、本件発明の課題は、防振光学系の小型化及び軽量化を図ると共に、防振時の光
学性能に優れた明るい大口径の光学系を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者等は、鋭意研究を行った結果、以下の光学系を採用することで上記課題を達成
するに到った。
【０００８】
　本件発明に係る光学系は、物体側から順に、第一レンズ群Ｇｆ、光軸に対して垂直方向
に移動して像位置を変化させる防振レンズ群Ｇｖｃ及び第三レンズ群Ｇｒから構成された
光学系であって、当該第三レンズ群Ｇｒは少なくとも１枚の負の屈折力を有するレンズを
有し、以下の条件式（１）～条件式（３）を満足することを特徴とする。
【０００９】
　－０．６０　＜（１－βｖｃ）βｒ　＜－０．３２・・・（１）
　　０．６０　＜　｜ｆｒ｜／　ｆ　　＜　３．９０・・・（２）
　－０．３　　＜　Ｃｒ１ｖｃ／ｆｆ　＜　９．０　・・・（３）
　ただし、上記各式において、
　βｖｃは、当該防振レンズ群Ｇｖｃの横倍率、
　βｒは、当該第３レンズ群Ｇｒの横倍率、
　ｆは、当該光学系全体の焦点距離、
　ｆｒは、当該第三レンズ群Ｇｒの焦点距離、
　Ｃｒ１ｖｃは、当該防振レンズ群Ｇｖｃの最も物体側の面の曲率半径、
　ｆｆは、当該第一レンズ群Ｇｆの焦点距離である。
【００１０】
　本件発明に係る光学系において、全系のＦｎｏは２．８よりも明るいことが好ましい。
【００１１】
　本件発明に係る光学系において、前記第三レンズ群Ｇｒは、正の屈折力を有することが
好ましい。
【００１２】
　本件発明に係る光学系において、前記防振群Ｇｖｃは、以下の条件式（４）を満足する
ことが好ましい。
【００１３】
　－１０．０　＜　ｆｖｃ　／　ｆ　　＜－０．１　・・・（４）
　ただし、上記式（４）において、
　ｆｖｃは、当該防振レンズ群Ｇｖｃの焦点距離である。
【００１４】
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　本件発明に係る光学系において、前記第一レンズ群Ｇｆは、以下の条件式（５）を満足
することが好ましい。
【００１５】
　　　０．５０　＜　｜ｆｆ　／　ｆ｜　　　　　　　・・・（５）
【００１６】
　本件発明に係る撮像装置は、上記光学系と、当該光学系の像側に設けられた、当該光学
系によって形成された光学像を電気的信号に変換する撮像素子とを備えたことを特徴とす
る。
【発明の効果】
【００１７】
　本件発明によれば、防振光学系の小型化及び軽量化を図ることができ、防振時において
も優れた光学性能を有する明るい大口径の光学系を実現することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本件発明の実施例１の光学系（固定焦点レンズ）のレンズ構成例を示す断面図で
ある。
【図２】実施例１の光学系の無限遠合焦時の球面収差図、非点収差図及び歪曲収差図であ
る。
【図３】実施例１の光学系の（ａ）無限遠合焦時の基準状態における横収差図及び（ｂ）
無限合焦時の０．３°角度ぶれ補正時の横収差図である。
【図４】本件発明の実施例２の光学系（固定焦点レンズ）のレンズ構成例を示す断面図で
ある。
【図５】実施例２の光学系の無限遠合焦時の球面収差図、非点収差図及び歪曲収差図であ
る。
【図６】実施例２の光学系の（ａ）無限遠合焦時の基準状態における横収差図及び（ｂ）
無限合焦時の０．３°角度ぶれ補正時の横収差図である。
【図７】本件発明の実施例３の光学系（固定焦点レンズ）のレンズ構成例を示す断面図で
ある。
【図８】実施例３の光学系の無限遠合焦時の球面収差図、非点収差図及び歪曲収差図であ
る。
【図９】実施例３の光学系の（ａ）無限遠合焦時の基準状態における横収差図及び（ｂ）
無限合焦時の０．３°角度ぶれ補正時の横収差図である。
【図１０】本件発明の実施例４の光学系（固定焦点レンズ）のレンズ構成例を示す断面図
である。
【図１１】実施例４の光学系の無限遠合焦時の球面収差図、非点収差図及び歪曲収差図で
ある。
【図１２】実施例４の光学系の（ａ）無限遠合焦時の基準状態における横収差図及び（ｂ
）無限合焦時の０．３°角度ぶれ補正時の横収差図である。
【図１３】本件発明の実施例５の光学系（固定焦点レンズ）のレンズ構成例を示す断面図
である。
【図１４】実施例５の光学系の無限遠合焦時の球面収差図、非点収差図及び歪曲収差図で
ある。
【図１５】実施例５の光学系の（ａ）無限遠合焦時の基準状態における横収差図及び（ｂ
）無限合焦時の０．３°角度ぶれ補正時の横収差図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、本件発明に係る光学系及び撮像装置の実施の形態を説明する。
【００２０】
１－１．光学系の構成
　まず、本件発明に係る光学系の構成について説明する。本件発明に係る光学系は、物体
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側から順に配置された、第一レンズ群Ｇｆ、光軸に対して垂直方向に移動して像位置を変
化させる防振レンズ群Ｇｖｃ及び第三レンズ群Ｇｒから構成されており、第三レンズ群Ｇ
ｒは少なくとも１枚の負の屈折力を有するレンズを有し、後述する条件式（１）～条件式
（３）を満足することを特徴とし、条件式（４）～条件式（７）を満足することが好まし
い。本件発明によれば、防振光学系の小型化及び軽量化を図ることができ、防振時におい
ても優れた光学性能（結像性能）を有する明るい大口径の光学系（以下、「大口径レンズ
」と称する。）を実現することができる。以下、当該光学系の構成及び条件式について、
順に説明する。
【００２１】
（１）第１レンズ群Ｇｆ
　当該光学系において少なくとも条件式（１）～条件式（３）を満足するように第１レン
ズ群Ｇｆが構成されていれば、その屈折力は正であっても負であってもよく、具体的なレ
ンズ構成についても特に限定されるものではない。
【００２２】
（２）防振レンズ群Ｇｖｃ
　防振レンズ群Ｇｖｃについても、少なくとも条件式（１）～条件式（３）を満足するよ
うに構成されていれば、当該防振レンズ群Ｇｖｃの屈折力及び具体的なレンズ構成は特に
限定されるものではない。本件発明によれば、第１レンズ群Ｇｆと第３レンズ群Ｇｒとの
間に当該防振レンズ群Ｇｖｃを配置すると共に、少なくとも条件式（１）～条件式（３）
を満足させることにより、当該防振レンズ群Ｇｖｃの小型化及び軽量化を図ると共に、防
振時の光学性能に優れた明るい大口径レンズを提供することが可能になる。
【００２３】
　防振レンズ群Ｇｖｃの屈折力は、正及び負のいずれであってもよいが、当該防振レンズ
群Ｇｖｃの軽量化を図るという観点から、当該防振レンズ群Ｇｖｃの屈折力は負であるこ
とが好ましい。明るい大口径レンズを実現するには、多くの光を取り入れるため外径の大
きいレンズにより当該光学系を構成することが求められる。このため、当該防振レンズ群
Ｇｖｃの屈折力を負とすることにより、当該防振レンズ群Ｇｖｃを構成するレンズの厚み
を削減することが容易になり、当該防振レンズ群Ｇｖｃの軽量化を図ることができる。こ
れに伴い、防振レンズ群Ｇｖｃを駆動するためのアクチュエータや駆動モータ等の負荷を
小さくすることができ、これらの防振駆動機構の小型化を図ることができる。このため、
当該光学系及び防振駆動機構等を収容する鏡筒の外径を小さくすることができる。
【００２４】
　また、防振レンズ群Ｇｖｃは複数のレンズユニットで構成されていてもよいが、当該防
振レンズ群Ｇｖｃの軽量化及び当該光学系の光軸方向の長さ（以下、レンズ全長と称する
）の短縮化を図るという観点から、当該防振レンズ群Ｇｖｃは負の屈折力を有する単一の
レンズユニットから構成されることが好ましい。当該防振レンズ群Ｇｖｃを負の屈折力を
有する単一のレンズユニットから構成することにより、当該防振レンズ群Ｇｖｃを複数の
レンズユニットから構成する場合と比較すると、その軽量化を図ることができ、当該光学
系の小型化を図ることができる。
【００２５】
　さらに、防振レンズ群Ｇｖｃは接合レンズ等の複数枚のレンズをユニット化した単一の
レンズユニットから構成されていてもよいが、当該防振レンズ群Ｇｖｃの軽量化及び当該
光学系の光軸方向の長さの短縮化を図るという観点から、当該防振レンズ群Ｇｖｃは負の
屈折力を有する単レンズから構成されることが好ましい。当該防振レンズ群Ｇｖｃを負の
屈折力を有する単レンズから構成することにより、当該防振レンズ群Ｇｖｃを複数枚のレ
ンズから構成する場合と比較すると、その軽量化を図ることができ、当該光学系の小型化
を図ることができる。
【００２６】
　ここで、レンズユニットとは、単レンズの他、正レンズ及び負レンズ等の複数枚のレン
ズをその光学面において互いに空気層を介在させずに接着又は密着させた接合レンズ等を
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いい、複数のレンズの光学面間に空気層を介在させた状態で一体化させたものは除かれる
。
【００２７】
　また、単レンズとは、光学面を物体側と像側とにそれぞれ１つ備えた１枚のレンズ（光
学素子）を指し、その光学面に反射防止膜や保護膜等の各種コーティングが行われたもの
も当該単レンズに含まれる。単レンズの光学面の形状等は特に限定されるものではなく、
球面レンズ及び非球面レンズのいずれであってもよく、それには球面レンズの表面に薄い
樹脂層で非球面を形成したいわゆる複合非球面レンズも含まれ、その片面が平面であって
もよい。また、当該単レンズの製造方法は、特に限定されるものではなく、研磨、モール
ド成型、或いは射出成型等により製造された各種レンズを含む。また、当該単レンズは硝
材から成る硝子レンズ又は樹脂材から成る樹脂レンズ等のいずれでもよく、当該単レンズ
の材質等は特に限定されるものではない。
【００２８】
　さらに、当該防振レンズ群Ｇｖｃの軽量化及び当該レンズ全長の短縮化を図るという観
点から、当該防振レンズ群Ｇｖｃは単レンズユニットから構成されることがより好ましい
。ここで、単レンズユニットとは、上記単レンズ又は複合レンズ等のユニット内に存在す
る光学面の数が２のレンズユニットを指し、接合レンズ等のユニット内に存在する光学面
の数が３以上のレンズユニットは含まれないものとする。
【００２９】
（３）第３レンズ群Ｇｒ
　第３レンズ群Ｇｒは、上述のとおり、少なくとも１枚の負の屈折力を有するレンズを備
え、且つ、少なくとも条件式（１）～条件式（３）を満足するように構成されていれば、
当該第３レンズ群Ｇｒの屈折力及び具体的なレンズ構成は限定されるものではない。第３
レンズ群Ｇｒに、少なくとも１枚の負の屈折力を有するレンズを配置することにより、当
該光学系内において発生した色収差を第３レンズ群Ｇｒで低減することができる。また、
第３レンズ群Ｇｒの屈折力は正であっても負であってもよいが、大口径レンズの小型化を
図るという観点から、第３レンズ群Ｇｒは正の屈折力を有することが好ましい。当該光学
系における最終群である第３レンズ群Ｇｒの屈折力を正とすることにより、最終群に収束
作用を持たせ、倍率を小さくすることができ、物体側群である第１レンズ群Ｇｆの径を小
さくすることができる。
【００３０】
１－２．条件式
　次に、各条件式について説明する。上述したとおり、当該光学系は、下記条件式（１）
～条件式（３）を満足することを特徴とする。以下、各条件式について順に説明する。
【００３１】
　－０．６０　＜（１－βｖｃ）βｒ　＜－０．３２・・・（１）
　　０．６０　＜　｜ｆｒ｜／　ｆ　　＜　３．９０・・・（２）
　－０．３　　＜　Ｃｒ１ｖｃ／ｆｆ　＜　９．０　・・・（３）
　ただし、上記各式において、
　βｖｃは、当該防振レンズ群Ｇｖｃの横倍率、
　βｒは、当該第３レンズ群Ｇｒの横倍率、
　ｆは、当該光学系全体の焦点距離、
　ｆｒは、当該第三レンズ群Ｇｒの焦点距離、
　Ｃｒ１ｖｃは、当該防振レンズ群Ｇｖｃの最も物体側の面の曲率半径、
　ｆｆは、当該第一レンズ群Ｇｆの焦点距離である。
【００３２】
１－２－１．条件式（１）
　条件式（１）は、防振レンズ群Ｇｖｃの垂直方向の移動量と、像面上での像点移動量と
の比、すなわちブレ補正係数を規定した式である。本件発明では、手振れ等の振動が生じ
たとき、当該防振レンズ群Ｇｖｃを光軸に対して垂直方向に移動させる。すなわち、防振
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時は、当該防振レンズ群Ｇｖｃを偏芯させ、手振れ等の振動に起因して移動した像を元の
結像位置に戻す。一般に、大口径レンズでは、共軸の収差の発生量も大きくなる傾向があ
る点に加えて、防振レンズ群Ｇｖｃを偏芯させた場合、その偏芯による収差の発生量が大
きく、特に偏芯コマ収差及び偏芯像面湾曲の発生量が大きくなる傾向にある。本件発明で
は、当該条件式（１）を満足する光学系とすることにより、ブレ補正係数を適正な範囲と
することができ、偏芯コマ収差及び偏芯像面湾曲の発生量を抑え、防振時においても優れ
た光学性能を有する明るい大口径レンズを実現することができる。その結果、当該光学系
を少ないレンズ枚数で構成した場合にも、優れた光学性能を実現することができるため、
当該大口径レンズの小型化を図ることができる。
【００３３】
　条件式（１）の数値が下限値以下となると、すなわち、ブレ補正係数が小さくなると、
防振時における防振レンズ群Ｇｖｃの垂直方向の移動量が大きくなり、防振レンズ群Ｇｖ
ｃを駆動するためのアクチュエータなどの防振駆動機構が大きくなる。その結果、これら
を収容する鏡筒の外径が大きくなり、当該大口径レンズの小型化を図る上で好ましくない
。
【００３４】
　また、条件式（１）の数値が上限値以上になると、すなわち、ブレ補正係数が大きくな
ると、防振時における偏芯コマ収差及び偏芯像面湾曲の変動が大きくなり、これらの補正
が困難となる。このため、防振時における光学性能が低下する場合があり好ましくない。
また、ブレ補正係数が大きくなると、防振時における防振レンズ群Ｇｖｃの移動量が小さ
くなり、防振レンズ群Ｇｖｃの精密な駆動制御が要求されるようになる。このため、電気
的機械的精度の負荷が高くなり好ましくない。
【００３５】
　上記効果を得る上で、当該光学系は下記条件式（１）’を満足することが好ましく、下
記条件式（１）’’を満足することがより好ましい。
【００３６】
　－０．６０　＜　（１－βｖｃ）βｒ　＜　－０．４０　・・・（１）’
　－０．５６　＜　（１－βｖｃ）βｒ　＜　－０．４０　・・・（１）’’
【００３７】
１－２－２．条件式（２）
　条件式（２）は、第三レンズ群Ｇｒの焦点距離と、当該光学系全体の焦点距離との比を
規定した式である。条件式（２）を満足させることにより、少ないレンズ枚数で優れた光
学性能を確保することができ、当該大口径レンズの小型化を図ることができ、コストの増
加を抑制することができる。
【００３８】
　条件式（２）の数値が下限値以下となると、第三レンズ群Ｇｒの焦点距離が小さくなり
すぎるため、第三レンズ群Ｇｒで発生する球面収差及び像面湾曲が大きくなる。これらの
収差を補正し、優れた光学性能を確保するには、レンズ枚数を増加させる必要がある。そ
の結果、当該大口径レンズの大型化やコスト増を招くことになり、好ましくない。
【００３９】
　また、条件式（２）の数値が上限値以上になると、第三レンズ群Ｇｒの焦点距離が大き
くなりすぎるため、光学性能の優れた大口径レンズを実現する上で、第一レンズ群Ｇｆや
防振レンズ群Ｇｖｃに割り当てるべき収差補正量が大きくなり、防振時における光学性能
の悪化を招くとともに、当該光学系を大口径レンズとすることが困難になる。
【００４０】
　上記効果を得る上で、当該光学系は下記条件式（２）’を満足することが好ましく、下
記条件式（２）’’を満足することがより好ましく、下記条件式（２）’’’を満足する
ことがさらに好ましい。
【００４１】
　０．６２　＜　｜ｆｒ｜／ ｆ　＜　３．９０　・・・（２）’
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　０．６２　＜　｜ｆｒ｜／ ｆ　＜　３．５０　・・・（２）’’
　０．６５　＜　｜ｆｒ｜／ ｆ　＜　３．５０　・・・（２）’’’
【００４２】
１－２－３．条件式（３）
　条件式（３）は、防振レンズ群Ｇｖｃの物体側の面（光学面）の曲率半径と、第一レン
ズ群Ｇｆの焦点距離との比を規定した式である。条件式（３）を満足するように、当該光
学系を構成することにより、第１レンズ群Ｇｆ側から防振レンズ群Ｇｖｃの物体側の面に
対して軸上光束が入射するときの角度が０°又は０°に近くなる。このように、防振レン
ズ群Ｇｖｃの物体側の面に入射する軸上光束の角度を小さくすることにより、物体側の面
にほぼ垂直で入射し、発生する偏芯コマ収差を小さくすることができ、防振時の光学性能
の劣化を抑制することができる。
【００４３】
　上記効果を得る上で、当該光学系は下記条件式（３）’を満足することが好ましく、下
記条件式（３）’’を満足することがより好ましい。
【００４４】
　－０．１　＜　Ｃｒ１ｖｃ／ｆｆ　＜　８．８　・・・（３）’
　　０　　　＜　Ｃｒ１ｖｃ／ｆｆ　＜　８．６　・・・（３）’’
【００４５】
１－２－４．条件式（４）
　本件発明に係る光学系において防振レンズ群Ｇｖｃは、上記条件式（１）～条件式（３
）に加えて、以下の条件式（４）を満足することが好ましい。
【００４６】
　－１０．０　＜　ｆｖｃ　／　ｆ　　＜－０．１　・・・（４）
　ただし、上記式（４）において、
　ｆｖｃは、当該防振レンズ群Ｇｖｃの焦点距離である。
【００４７】
　上記条件式（４）は、防振レンズ群Ｇｖｃの焦点距離と当該光学系全体の焦点距離との
比を規定した式である。条件式（４）を満足させることにより、少ないレンズ枚数で、防
振時においてもより優れた光学性能を確保することができ、当該大口径レンズの小型化を
図ることができ、コストの増加を抑制することができる。
【００４８】
　条件式（４）の数値が下限値以下になると、防振レンズ群Ｇｖｃの焦点距離が小さくな
りすぎ、防振時の防振レンズ群Ｇｖｃの偏芯に伴う偏芯コマ収差及び偏芯像面湾曲の変動
が大きくなり、少ないレンズ枚数で防振時における良好な光学性能を確保することが困難
となる。
【００４９】
　条件式（４）の数値が上限値以上になると、防振レンズ群Ｇｖｃの焦点距離が大きくな
りすぎ、防振時における防振レンズ群Ｇｖｃの垂直方向の移動量が適正な範囲を超えて大
きくなり、条件式（１）の場合と同様に、防振駆動機構が大きくなり、鏡筒の外径も大き
くなるため、当該大口径レンズの小型化を図る上で好ましくない。
【００５０】
　上記効果を得る上で、当該光学系において防振レンズ群Ｇｖｃは下記条件式（４）’を
満足することがより好ましく、下記条件式（４）’’を満足することがさらに好ましく、
下記条件式（４）’’’を満足することがより一層好ましく、下記条件式（４）’’’’
を満足することが最も好ましい。
【００５１】
　－９　　　＜　ｆｖｃ／ｆ　＜　－０．２　・・・（４）’
　－８　　　＜　ｆｖｃ／ｆ　＜　－０．３　・・・（４）’’
　－４．４　＜　ｆｖｃ／ｆ　＜　－０．６　・・・（４）’’’
　－４．４　＜　ｆｖｃ／ｆ　＜　－０．７　・・・（４）’’’’
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【００５２】
１－２－５．条件式（５）
　本件発明に係る光学系において、第一レンズ群Ｇｆは、上記条件式（１）～条件式（３
）に加えて、以下の条件式（５）を満足することも好ましい。
【００５３】
　０．５０　＜　｜ｆｆ　／　ｆ｜　・・・（５）
【００５４】
　条件式（５）は、第一レンズ群Ｇｆの焦点距離と当該光学系全体の焦点距離との比を規
定した式である。条件式（５）を満足することにより、第一レンズ群Ｇｆの屈折力が強く
なりすぎることを抑制し、当該光学系を少ないレンズ枚数で構成することができ、当該光
学系の小型化を図ると共に、高い光学性能を有する光学系を得ることができる。
【００５５】
　上記効果を得る上で、当該光学系において、第１レンズ群Ｇｆは、下記条件式（５）’
を満足することがより好ましく、下記条件式（５）’’を満足することがさらに好ましく
、下記条件式（５）’’’を満足することがより一層好ましい。
【００５６】
　０．７３　＜　｜ｆｆ／ｆ｜　・・・（５）’
　０．７７　＜　｜ｆｆ／ｆ｜　・・・（５）’’
　１．１１　＜　｜ｆｆ／ｆ｜　・・・（５）’’’
【００５７】
１－２－６．条件式（６）
　本件発明に係る光学系において、第三レンズ群Ｇｒに含まれる少なくとも一枚の負レン
ズが、以下の条件式（６）を満足することが、色収差の補正に効果的であり、条件式（６
）’を満足することがより好ましく、条件式（６）’’を満足することがさらに好ましく
、条件式（６）’’’を満足することがより一層好ましく、条件式（６）’’’’を満足
することが最も好ましい。
【００５８】
　７１　＞　νｄｎ　・・・（６）
　６４　＞　νｄｎ　・・・（６）’
　５７　＞　νｄｎ　・・・（６）’’
　５１　＞　νｄｎ　・・・（６）’’’
　４１　＞　νｄｎ　・・・（６）’’’’
【００５９】
１－２－７．条件式（７）
　本件発明に係る光学系において、第三レンズ群Ｇｒに含まれる少なくとも一枚の負レン
ズが、以下の条件式（７）を満足することが、像面性の補正に効果的であり、条件式（７
）’を満足することがより好ましく、条件式（７）’’を満足することがさらに好ましい
。
【００６０】
　１．４８　＜　Ｎｄｎ　・・・（７）
　１．５１　＜　Ｎｄｎ　・・・（７）’
　１．６１　＜　Ｎｄｎ　・・・（７）’’
【００６１】
１－３．明るさ
　本件発明は、当該光学系全系のＦｎｏは２．８よりも明るい大口径レンズに適用するこ
とが好ましい。上述してきたように、防振レンズ群Ｇｖｃを第１レンズ群Ｇｆと第３レン
ズ群Ｇｒとの間に配置し、第３レンズ群に少なくとも１枚の負レンズを配置し、少なくと
も条件式（１）～条件式（３）を満足させることにより、防振時における防振レンズ群Ｇ
ｖｃの移動量、ブレ補正係数、各レンズ群の屈折力、近軸倍率等を適性なものとすること
ができ、防振時においても優れた光学性能を有する大口径レンズとすることができる。
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【００６２】
　本件発明の効果をより確実にする上で、本件発明は光学系全景のＦｎｏが２．４より明
るい光学系に適用することがより好ましく、Ｆｎｏが２．０より明るい光学系に適用する
ことがさらに好ましく、Ｆｎｏが１．８より明るい光学系に適用することがより一層好ま
しい。本発明によれば、このようにＦｎｏが２．８より明るい大口径レンズにおいて、防
振レンズ群Ｇｖｃ及び防振駆動機構を含む防振機構の小型化及び軽量化を実現することが
でき、少ないレンズ枚数で防振時の光学性能に優れた明るい大口径レンズが得られる。
【００６３】
２．撮像装置
　次に、本件発明に係る撮像装置について説明する。本件発明に係る撮像装置は、上記本
件発明に係る光学系と、当該光学系の像側に設けられた、当該光学系によって形成された
光学像を電気的信号に変換する撮像素子とを備えたことを特徴とする。ここで、撮像素子
等に特に限定はなく、ＣＣＤセンサやＣＭＯＳセンサなどの固体撮像素子等も用いること
ができ、本件発明に係る撮像装置は、デジタルカメラやビデオカメラ等のこれらの固体撮
像素子を用いた撮像装置に好適である。また、当該撮像装置は、レンズが筐体に固定され
たレンズ固定式の撮像装置であってもよいし、一眼レフカメラやミラーレス一眼カメラ等
のレンズ交換式の撮像装置であってもよいのは勿論である。
【００６４】
　次に、実施例および比較例を示して本件発明を具体的に説明する。但し、本件発明は以
下の実施例に限定されるものではない。以下に挙げる各実施例の光学系は、デジタルカメ
ラ、ビデオカメラ、銀塩フィルムカメラ等の撮像装置（光学装置）に用いられる撮影光学
系である。また、レンズ断面図（図１、図４、図７、図１０及び図１３）において、図面
に向かって左方が物体側、右方が像側である。
【実施例１】
【００６５】
（１）光学系の構成
　図１は、本件発明に係る実施例１の光学系である固定焦点レンズの構成を示すレンズ断
面図である。当該固定焦点レンズは、物体側から順に、正の屈折力を有する第一レンズ群
Ｇｆと、負の屈折力を有する防振レンズ群Ｇｖｃと、正の屈折力を有する第三レンズ群Ｇ
ｒとを備え、これらのレンズ群により構成されている。防振レンズ群は、光軸に対して垂
直方向に移動して像位置を変化させるもので、当該防振レンズ群Ｇｖｃにより、撮像時の
手振れ等の振動に起因する像ブレを低減することができる。図１において、第１レンズ群
Ｇｆ内にに示す「Ｓ」は開口絞りである。また、第３レンズ群Ｇｒの像側に示す「Ｉ」は
像面であり、具体的には、ＣＣＤセンサやＣＭＯＳセンサなどの固体撮像素子の撮像面、
或いは、銀塩フィルムのフィルム面等を示す。なお、各レンズ群の具体的なレンズ構成は
図１に示すとおりである。なお、これらの符号は実施例２～実施例５で示す図４、図７、
図１０及び図１３においても同様のものを示すため、以下では説明を省略する。 
【００６６】
（２）数値実施例
　次に、当該固定焦点レンズの具体的数値を適用した数値実施例について説明する。表１
に当該固定焦点レンズのレンズデータを示す。表１において、面番号Ｎｏ．は物体側から
数えたレンズ面の順番、Ｒはレンズ面の曲率半径、Ｄはレンズ面の光軸上の間隔、Ｎｄは
ｄ線（波長λ＝５８７．６ｎｍ）に対する屈折率、νｄはｄ線（波長λ＝５８７．６ｎｍ
）に対するアッベ数をそれぞれ示している。また、開口絞り（絞りＳ）は、面番号にＳＴ
ＯＰを付して示している。さらに、レンズ面が非球面である場合には、面番号にＡＳＰＨ
を示し、曲率半径Ｒの欄には近軸曲率半径を示している。なお、これらは実施例２～実施
例５で示す表２、表３、表５及び表７においても同様であるため、以下では説明を省略す
る。
【００６７】
　図２に、当該固定焦点レンズの無限遠合焦時の縦収差図を示す。それぞれの縦収差図は
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、図面に向かって左から順に、球面収差、非点収差、歪曲収差を表している。球面収差を
示す図において、実線はd線（587.6nm）、破線はg線（435.8nm）を表している。非点収差
を示す図において、実線はd線のサジタル方向X、破線はd線のメリディオナル方向Yを表し
ている。なお、これらの収差を表示する順序、並び、各図において実線、波線等が示すも
のは実施例２～実施例５で示す図５、図８、図１１及び図１４においても同様であるため
、以下では説明を省略する。 
【００６８】
　図３は、（ａ）無限遠合焦時、基準状態の横収差図、及び（ｂ）無限遠合焦時、０．３
°角度ぶれ補正時の横収差図である。中央に軸上の横収差図、上下に７割像高の横収差図
を示す。d線（587.6nm）、破線はg線（435.8nm）を表している。なお、これらの収差を表
示する順序、各図において実線、波線等が示すものは実施例２～実施例５で示す図６、図
９、図１２及び図１５においても同様であるため、以下では説明を省略する。 
【００６９】
　当該固定焦点レンズの焦点距離（ｆ）、大口径比（Ｆｎｏ）、画角（ω）はそれぞれ以
下のとおりである。また、各条件式（１）～条件式（７）の数値を表９に示す。
【００７０】
　ｆ＝８７．５１８７　　Ｆｎｏ＝１．４５７８　　ω＝１３．８５８５°
【００７１】
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【表１】

【実施例２】
【００７２】
（１）光学系の構成
　図４は、本件発明に係る実施例２の光学系である固定焦点レンズの構成を示すレンズ断
面図である。当該固定焦点レンズは、物体側から順に正の屈折力を有する第一レンズ群Ｇ
ｆと、負の屈折力を有する防振レンズ群Ｇｖｃと、正の屈折力を有する第三レンズ群Ｇｒ
とを備え、これらのレンズ群により構成されている。防振レンズ群Ｇｖｃの機能は実施例
１と同様である。また、具体的なレンズ構成は図４に示すとおりである。
【００７３】
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（２）数値実施例
　次に、当該固定焦点レンズの具体的数値を適用した数値実施例について説明する。表２
に当該固定焦点レンズのレンズデータを示す。図５は無限遠合焦時の縦収差図であり、図
６は、（ａ）無限遠合焦時、基準状態の横収差図、及び（ｂ）無限遠合焦時、０．３°角
度ぶれ補正時の横収差図である。
【００７４】
　また、当該固定焦点レンズの焦点距離（ｆ）、大口径比（Ｆｎｏ）、画角（ω）はそれ
ぞれ以下のとおりである。また、各条件式（１）～条件式（７）の数値を表９に示す。
【００７５】
　ｆ＝８７．０８５９　　Ｆｎｏ＝１．４７４３　　ω＝１４．０４１９°
【００７６】
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【表２】

【実施例３】
【００７７】
（１）光学系の構成
　図７は、本件発明に係る実施例３の光学系である固定焦点レンズの構成を示すレンズ断
面図である。当該固定焦点レンズは、物体側から順に正の屈折力を有する第一レンズ群Ｇ
ｆと、負の屈折力を有する防振レンズ群Ｇｖｃと、正の屈折力を有する第三レンズ群Ｇｒ
とを備え、これらのレンズ群により構成されている。防振レンズ群Ｇｖｃの機能は実施例
１と同様である。また、具体的なレンズ構成は図７に示すとおりである。
【００７８】
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（２）数値実施例
　次に、当該固定焦点レンズの具体的数値を適用した数値実施例について説明する。表３
に当該固定焦点レンズのレンズデータを示す。また、図８は無限遠合焦時の縦収差図であ
り、図９は、（ａ）無限遠合焦時、基準状態の横収差図、及び（ｂ）無限遠合焦時、０．
３°角度ぶれ補正時の横収差図である。
【００７９】
　また、当該固定焦点レンズの焦点距離（ｆ）、大口径比（Ｆｎｏ）、画角（ω）はそれ
ぞれ以下のとおりである。また、各条件式（１）～条件式（７）の数値を表９に示す。
【００８０】
　ｆ＝８２．８７００　　Ｆｎｏ＝１．４６１７　　ω＝１４．５８３４°
【表３】

【００８１】
　上記表３に示した非球面について、その形状を次式で表した場合の非球面係数及び円錐
定数を表４に示す。なお、後述する表６及び表８に示す非球面係数及び円錐定数も同様に
下記定義に基づくものとする。
【００８２】
　ここで、非球面は次式で定義されるものとする。
z=ch2/[1+{1-(1+k)c2h2}1/2]+A4h4+A6h6+A8h8+A10h10・・・
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（但し、cは曲率(1/r)、hは光軸からの高さ、kは円錐係数、A4、A6、A8、A10・・・は各
次数の非球面係数）
【００８３】
【表４】

【実施例４】
【００８４】
（１）光学系の構成
　図１０は、本件発明に係る実施例４の光学系である固定焦点レンズの構成を示すレンズ
断面図である。当該固定焦点レンズは、物体側から順に負の屈折力を有する第一レンズ群
Ｇｆと、負の屈折力を有する防振レンズ群Ｇｖｃと、正の屈折力を有する第三レンズ群Ｇ
ｒとを備え、これらのレンズ群により構成されている。防振レンズ群Ｇｖｃの機能は実施
例１と同様である。また、具体的なレンズ構成は図１０に示すとおりである。
【００８５】
（２）数値実施例
　次に、当該固定焦点レンズの具体的数値を適用した数値実施例について説明する。表５
に当該固定焦点レンズのレンズデータを示す。また、図１１は無限遠合焦時の縦収差図で
あり、図１２は、（ａ）無限遠合焦時、基準状態の横収差図、及び（ｂ）無限遠合焦時、
０．３°角度ぶれ補正時の横収差図である。
【００８６】
　また、当該固定焦点レンズの焦点距離（ｆ）、大口径比（Ｆｎｏ）、画角（ω）はそれ
ぞれ以下のとおりである。また、各条件式（１）～条件式（７）の数値を表９に示す。
【００８７】
　ｆ＝３５．３５２４　　Ｆｎｏ＝１．８３５４　　ω＝３１．７４６０°
【００８８】
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【表５】

【００８９】
　表５に示した非球面について、その非球面係数及び円錐定数を表６に示す。
【００９０】

【表６】

【実施例５】
【００９１】
（１）光学系の構成
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　図１３は、本件発明に係る実施例５の光学系である固定焦点レンズの構成を示すレンズ
断面図である。当該固定焦点レンズは、物体側から順に負の屈折力を有する第一レンズ群
Ｇｆと、負の屈折力を有する防振レンズ群Ｇｖｃと、正の屈折力を有する第三レンズ群Ｇ
ｒとを備え、これらのレンズ群により構成されている。防振レンズ群Ｇｖｃの機能は実施
例１と同様である。また、具体的なレンズ構成は図１３に示すとおりである。
【００９２】
（２）数値実施例
　次に、当該固定焦点レンズの具体的数値を適用した数値実施例について説明する。表７
に当該固定焦点レンズのレンズデータを示す。また、図１４は無限遠合焦時の縦収差図で
あり、図１５は、（ａ）無限遠合焦時、基準状態の横収差図、及び（ｂ）無限遠合焦時、
０．３°角度ぶれ補正時の横収差図である。
【００９３】
　また、当該固定焦点レンズの焦点距離（ｆ）、大口径比（Ｆｎｏ）、画角（ω）はそれ
ぞれ以下のとおりである。また、各条件式（１）～条件式（７）の数値を表９に示す。
【００９４】
　ｆ＝３５．３４９８　　Ｆｎｏ＝１．８３５２　　ω＝３１．９８６４°
【００９５】
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【表７】

【００９６】
表７に示した非球面について、その非球面係数及び円錐定数を表８に示す。
【００９７】
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【表８】

【００９８】
　各数値実施例における条件式の数値を表９に示す。
【００９９】
【表９】

【産業上の利用可能性】
【０１００】
　本件発明によれば、防振光学系の小型化及び軽量化を図ることができ、防振時において
も優れた光学性能を有する明るい大口径の光学系を実現することができる。
【符号の説明】
【０１０１】
Ｇｆ・・・第１レンズ群
Ｇｒ・・・第３レンズ群
Ｇｖｃ・・・防振レンズ群
Ｓ・・・絞り
Ｉ・・・像面
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